【様式１】

共同募金助成申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和６年　　月　　日

　江津市共同募金委員会　　様

	申　　請　　者

	フリガナ
	

	団体・法人名
	

	フリガナ
	

	（対象施設名）
	

	フリガナ
	

	代表者職・氏名
	


共同募金の助成を受け下記の事業を実施したいので、関係書類を添えて申請します。
記
※事業費総額には明示に係る費用も含めて記載してください。
	実施年度
	　　　　　　　令和７
	年度実施

	事業名
	

	事業費総額
	
	
	
	
	
	
	
	円

	助成申請額
	
	
	
	
	0
	0
	0
	円


１　申請事業の概要

	助成申請に至った経緯（地域内の課題）、申請事業の目的も具体的に記入してください。
①地域内の課題　　※共同募金助成事業を活用して解決したい課題を記載
②　　　地区内における生活福祉課題（ ① ）の解決に向けて、関係諸団体などと密接な連携を
図りながら、次に掲げる事業を行い、　　　地区の誰もが安心して暮らせるまちづくりを推進する。
　  □老人給食事業

□老人給食事業以外の地域福祉事業  ※具体的に記載

　　 


２　申請事業の実施に伴う効果
	（申請事業を行うことにより、効果が期待できる事柄について具体的に記入してください。）




３　申請事業の活動エリア（該当する箇所に✓してください。）

	広域
	（複数の市町村住民を対象とする事業）
	

	市町村域
	（市町村全域を対象とする事業）
	

	小地域
	（市町村の一部の地域を対象とした事業）
	


４　申請事業の形態（該当する箇所に✓してください。）

	単独実施
	（単独で実施する自主事業）
	

	合同実施
	（他の事業者と合同で実施する事業）
	


５　申請事業の対象者（該当する箇所に✓してください。）

	高齢者
	障がい児・者
	児童・青少年
	住民全般

	高齢者全般
	
	障がい児者全般
	
	乳幼児
	
	住民全般
	

	要介護高齢者
	
	知的障がい児者
	
	児童
	
	災害等被災者
	

	要支援高齢者
	
	身体障がい児者
	
	青少年
	
	低所得者・要保護世帯
	

	高齢者世帯
	
	精神障がい者
	
	一人親家族
	
	長期療養者　
	

	介護者・家族
	
	心身障がい児者
	
	養護児童
	
	ボランティア
	

	
	
	介助者・家族
	
	遺児・交通遺児
	
	在日外国人
	

	
	
	
	
	家族
	
	更生保護関係者
	

	
	
	
	
	
	
	ホームレス
	

	その他（具体的に記入してください。）
	


６－１　機器・備品、車両等を購入する場合は該当する箇所に具体的な数値を記入してください。省略

６－２　車両を整備する場合は以下の項目も記入してください。省略
７　申請事業の継続性（該当する箇所に✓してください。）
	新規
	（新規に執行する事業）
	

	継続（助成実績なし）
	（継続して行っており今回初めて共同募金へ助成申請する事業）
	

	継続（助成実績あり）
	（継続して行っており過年度に共同募金から助成を受けた事業）
	


８　実施期間等（具体的な予定日数を記入してください。）
※機器、車両等を購入する場合の実施回数は１回となります。

※総利用者数は年間の延べ利用者（予定）数を記入してください。
	実施期間
	年　　月頃（　　日間を予定）

	実施回数
	

	総利用者数
	


９　申請事業の資金収支計画　※別紙様式に必要事項を記入し提出
※利用者に参加費等の負担を求める場合は利用者負担金の欄へ金額を記入してください。
※収入と支出の合計が同じになるように記入してください。
１０　告知方法
	（共同募金の助成による事業であることを周知及び明示する方法を具体的に記載してください。）



１１　団体情報（収支）省略
１２　必須提出書類確認欄（添付した書類に✓してください。）
※送付の前にすべての資料が揃っていることをご確認ください。

	申請団体概要書
	（本会指定様式）
	

	前年度もしくは前々年度決算書
	
	

	前年度もしくは前年度事業報告書
	
	

	今年度予算書
	（申請事業関連部分抜粋）
	

	今年度事業計画書
	（申請事業関連部分抜粋）
	

	業者見積書（写）
	（ソフト事業の場合は経費積算書でも可）
	

	カタログ、設計書（写）
	（ソフト事業の場合は省略可）
	


その他（任意）：申請事業の内容説明に必要と認められる書類（現状写真等）
印











（例：サロン事業、子育て支援事業、地域世代間交流事業、高齢者等の移送外出支援事業、見守り事業、防災防犯事業、地域にある他団体への助成事業（支会と共催であること）、地区内の生活福祉課題把握調査事業 ほか）








